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日本発のブロックチェーンで世界を変える 

～カンボジアCBDC正式運用開始～
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１）現在の業務 

　　・ソラミツ株式会社 代表取締役社長 

　　・東京工業大学 経営システム工学 特任教授 

　　・ISO/TC307 ブロックチェーン国際標準化 日本代表委員 

　　・日本銀行　デジタル通貨分科会ラウンドテーブル委員 
　　・自民党　金融調査会　アドバイザー 

　　・内閣官房　IT総合戦略室　官民連携推進会合委員 

　　・経産省　ブロックチェーン・エコシステム強化事業委員 
　　・国土強靭化基本計画レジリエンスジャパン推進協議会委員 
２）経歴 

　　・ソラミツ 取締役COO「カンボジア中銀デジタル通貨総責任者」 

　　・金融庁 金融審議会委員「資金決済法の立法」 

　　・ビックデータ共創機構　代表取締役社長 

　　・ビットワレット常務取締役「日本初の電子マネーEdy創業者」 

　　・ソニー株式会社「交通カードSuicaなどの開発」 

３）著書 
　　・電子マネー革命はソニーから楽天に引き継がれた 
　　・世界初の中銀デジタル通貨「バコン」を実現したスタートアップ

自己紹介　宮沢　和正
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ソラミツの会社概要と技術
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東京🇯🇵

Innopolis (Russia) 🇷🇺

New York (US)*🇺🇸

Switzerland🇨🇭

Cambodia🇰🇭

*Representative office

会社概要

会津若松🇯🇵

松田 一敬 
特別顧問 共同創業者 
元山一證券 SARR代表

岡田 隆 
ホールディングス 会長 

元トーマツ

武宮 誠 
ホールディングス CEO 
元NTT研究所 東大博士課程

宮沢 和正 
ソラミツ代表取締役 社長 
元楽天Edy執行役員

尾島 司 
特別顧問 ディレクター 
元野村證券役員

• 設立　2016年2月 

• ５カ国にオフィス 

• 従業員数　約90名

San Francisco*🇺🇸

ミッション：「ブロックチェーン技術」で産業にイノベーションを起こし、社会課題を解決する
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ソラミツ：日本発、世界標準を狙うブロックチェーン技術開発チーム

①日本発、オープンソースの業界標準に認定

⑥エンタープライズ向けブロックチェーン製品群

④世界初のCBDC「バコン」正式運用 

（カンボジア）

⑤日本初のデジタル地域通貨「白虎」正式運用

②世界の最先端技術を活用し、証券取引システム、
デジタルID、異種ブロックチェーン間接続を開発 

（モスクワ、インドネシア等）

③世界で流通する暗号資産SORAを開発 

（スイス）



 本資料は、本説明会のために作成されたものであり、その他の如何なる目的を持つものではありません。本資料の内容の無断転記・転載はご遠慮ください。
© 2021 Soramitsu. All Rights Reserved. 

6

・The Linux Foundation の Hyperledger PJは全世界260社から
IBM、Intel、Soramitsuを選択 

・Hyperledger Irohaは、セキュリティ・安定性・耐久性などのテ
ストに合格し、政府や金融機関、企業が安心して利用できる商用
バージョンV1.0として全世界にリリース 

・オープンソースのため無償、ソースコードを開示しており政府や
金融機関などのセキュリティ監査などに対応

2019年5月　日本発の技術が、オープンソース・ブロックチェーンの業界標準として認定

2019/05 
V1.0  
商用バージョン

2017/03 
V0.75 
Release

2017/12 
V1.0 alpha

2016/05 
Joined 
Hyperledger 

2016/10 
Incubation 
Hyperledger 

2017/04 
Active 
Hyperledger 

2018/12 
V1.0.0 RC1

日本発、世界標準のブロックチェーン技術 Hyperledger Iroha

Feature freeze
1年半をかけて安定性・耐久性を徹底的に向上
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・グローバルに利用されオープンで相互接続可能な技術でないと生き残れない 

・技術の継続提供（サステナビリティ）という優位性

・ソースコードを開示、第三者によるセキュリティなどの客観的な評価

・他の国や地域との相互運用、海外のデジタル通貨との接続を展望

なぜ、政府・自治体・金融機関などは業界標準オープンソース方式を選択？
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8ブロックチェーンの特徴

データの共有

✓ 複数の個人や企業で瞬時に情報連
携・情報共有し、トレーサビリティ
やデータ活用に利用 

✓ 価値の当事者間での直接取引

改ざん防止

✓ 資産・価値を改ざん・偽造できない
情報として保存 

✓ 公証、ID証明、トークン化などに活
用

ゼロダウンタイム

✓ P2Pネットワークの利用により、 
24時間停止することなく運用 

✓ 仮に数台のサーバーが停止しても、 
ネットワーク全体は動き続ける

台帳

台帳

台帳

台帳
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9エンタープライズ・ブロックチェーンの特徴（本質）

１、分散型の単一台帳　：同じデータを複数企業が持ち合い、参照する

２、改ざん不可能　：追記は可能、履歴が残る 

３、BFT（ビザンチン耐性）：虚偽の意見の排除

４、高可用性　：分散コンピューティング、CAP定理

５、疎結合の容易さ　：公開鍵暗号で認証し内部構造が共通

・台帳が1つ、データが確実に保証され、外部から参照できる。他の台帳と繋がりやすい。 
・各企業の境界を超え、複数の人たちが同一台帳を処理し操作する。

出典：JBA  CBDCを語る日本銀行 副島豊 X JBA可能裕三 対談 2021年2月12日
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10情報共有におけるブロックチェーンの本質的な意義

従来型のデータ共有 ブロックチェーンのデータ共有

・中央にデータセンターが必要 
・運営は誰が？コスト負担は？ 
・データ共有頻度・鮮度が問題

・中心がない 
・対等の立場で参加 
・データを瞬時に共有
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✓データ改ざんが比較的容易、不正の可能性、システム障害に弱い 

✓コストが高い（信用コスト、システム開発・運用コスト、仲介コストなど） 

✓システムの相互接続・相互運用が困難

✓信頼性の高い価値移転の記録、所有の真正性、不正防止、障害に強い 

✓信頼性や可用性を確保した上で、コスト低減が可能（信用コスト、システム開発・運
用コスト、 仲介コストなど）  

✓システムの相互接続・相互運用が容易

既存システムの限界

ブロックチェーンによる解決

ブロックチェーンだから、実現できること 

出典：新経済連盟　ブロックチェーン国家戦略の策定に向けた提言 2020年2月28日
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デジタルID デジタル資産管理 サプライチェーン

・本人確認（KYC） 

・公証・タイムスタンプ機能 
・医療・教育・行政手続き 

・MaaS・モビリティ 

・スマートシティなど

・トレーサビリティ 
・サプライチェーンマネージメント 
・原産地証明 
・食の安全 
・中古車履歴管理など

「特定の組織を越えたヒト・モノ・カネの情報・機能の連携」

ブロックチェーンが実現するコト（目的）

・デジタル通貨・決済・送金 
・保険・証券取引・金融商品管理 
・契約管理・不動産管理 
・貿易金融 

・P2P電力取引など
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開発・導入・品質確保 
人員確保が困難

単一障害点 
ビザンチン将軍問題

プライバシーがない 
鍵を紛失→利用不可

処理能力が低い 
書込１０分・７件/秒 

ファイナリティなし

必要なリソースが大きい 
モバイルSDK等が不十分

今までのブロックチェーンの課題

処理スピード、スケーラビリティ、プライバシー、利用者保護 
スマートコントラクトの開発・品質確保が困難
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14Hyperledger Irohaの特徴

開発・導入・品質確保 
が格段に容易

BFT・単一障害点なし 

高い信頼性と安全性

プライバシー保護と 
利用者保護

高速・大量処理 
２秒以内・数千件/秒 

ファイナリティあり

B2Cマーケット向け 

Webモバイル対応

これまでのブロックチェーンの課題を全て解決 
金融機関や政府が安心して利用でき、開発コストや期間を短縮
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15他のブロックチェーンとの性能比較

Hyperledger 
Iroha

Hyperledger 
Fabric

Corda Ethereum LIBRA

オリジナル開発者 ソラミツ IBM R3 Ethereum財団 Facebook

処理スピード 早い 早い 早い 遅い 早い

処理件数
スケーラビリティ 高い 中 中 低 中

開発・導入・品質確保
の容易性 容易 困難 困難 困難 困難

取引のプライバシー はい はい はい いいえ はい

携帯紛失時などの
利用者保護 はい いいえ いいえ いいえ いいえ

ファイナリティ はい はい はい いいえ はい

単一障害点がない はい いいえ いいえ はい はい

１～２秒

数千件／秒

業界最速レベルの処理スピード １～２秒、処理件数 数千件／秒、開発・導入・品質確保が容易

数百件／秒 数百件／秒数十件／秒数百件／秒
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16システム構成の比較

出展：20190729 NTTデータ「コンソーシアム型ブロックチェーン基盤の比較」より抜粋、一部ソラミツ にて追記

Hyperledger Iroha

 Iroha    Iroha 

  Iroha   Iroha 

Hyperledger Irohaは、ノードは完全に等価で単一障害点がない分散型ブロックチェーン

各者がノードを所有する。
ノード間は完全な等価関係で
ある。参加ノードはホワイト
リストで管理し、追加・削除
は動的に可能である。
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出展：20190729 NTTデータ「コンソーシアム型ブロックチェーン基盤の比較」より抜粋、一部ソラミツ にて追記

プライバシー・データ共有範囲の比較

Hyperledger Iroha

ユーザ単位でパーミッション
により柔軟なアクセスを制御
可能。ユーザをグルーピング
したドメイン単位で共有範囲
を制御。ドメイン間の取引も
可能

パーミッションで 
アクセス制御

ドメイン ドメイン

パーミッションで 
ドメイン間取引 
も可能

Hyperledger Irohaは、ユーザ単位・ドメイン単位でパーミッションによる柔軟な制御可能
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18Hyperledger Irohaのユニークな機能

Hyperledger Iroha 他のブロックチェーン

1. 開発生
産性

あらかじめ定義されたコマンドにより、
開発・導入・品質確保が格段に容易

Ethereum等は複雑なコーディング必要 
品質担保済み検証済みコードの拡充が課題

2. プライ
バシー 役割や権限を規定しプライバシーを保護 Bitcoin等は全トランザクションが閲覧可能

3. 消費者
保護

携帯紛失時などの鍵再発行による利用者
保護 Bitcion等は秘密鍵をなくすと使えない

4. ガバナ
ンス 権限集中を防ぎ適切に管理・運営 Bitcoin等は管理者不在、システム改善が困難 

カンボジア中央銀行、モスクワ証券取引所グループなどとの共同開発により機能拡充
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Domain

AccountMulti assets

Role

Asset I

Asset II

Permissions

Signatories

Details

Quorum

Hyperledger Iroha のデータモデル
・事前定義されたオブジェクトがデータモデルとして用意されている 
・データモデルを操作し問い合わせるためのコマンド（API）を利用

Peer

・ドメイン：企業・金融機関ごとに設定、ドメイン間の秘匿化やドメイン内の情報共有を実現 
・アセット：複数アセットの設置が可能（通貨、トークン、ポイントなど） 
・アカウント：ロールの設定により柔軟な権限管理、マルチシグネチャー対応 
・ロール：様々なパーミッションを組み合わせて複雑な権限管理が可能 
・ピア：任意にピア（ノード）を追加してスケールアウトが可能
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Domain

AccountMulti assets

Role

Asset I

Asset II

Permissions

Signatories

Details

Quorum

開発・導入・品質確保が格段に容易に

・コードを記載せず、あらかじめ定義されたコマンドを利用し、通貨、決済、ポイント、 
　本人確認、証券取引、契約管理、トレーサビリティ等の様々なサービス提供が可能 
・品質の確保と開発期間・コストの短縮に効果がある

Domains
CreateDomain 

Account
CreateAccount
AddSignatory
RemoveSignatory
SetAccountQuorum
SetAccountDetail

Assets
CreateAsset
AddAssetQuantity
SubtractAssetQuantity
TransferAsset

Permissions
CreateRole
AppendRole
DetachRole
GrantPermission
RevokePermission
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・権限のある人だけが処理を実行して、情報を参照できる「プライバシー保護機能」 
・それぞれの参加者の役割（ロール）として権限（パーミション）を容易に設定できる「RBACモデル」

Assets

Account

admin

Role Permissions

alice

bob

user

money_creator

can_append_role 

can_detach_role 

can_create_role 

can_add_asset_qty 

can_add_peer 

can_add_signatory 

can_create_account 

can_create_asset 

can_create_domain 

can_remove_signatory 

can_set_quorum 

can_transfer 

can_receive 

can_subtract_asset_qty

can_read_assets 

can_get_roles 

can_get_my_account 

can_get_all_accounts 

can_get_my_signatories 

can_get_all_signatories 

can_get_my_acc_ast 

can_get_my_acc_detail 

can_get_all_acc_ast 

can_get_my_acc_txs 

can_get_all_acc_txs 

can_get_my_acc_ast_txs 

can_get_all_acc_ast_txs 

can_grant_add_signatory

Domains

いろは の柔軟なパーミッション・モデル

*RBAC=Role Based Access Control

admin
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22利用者保護：秘密鍵管理方法の比較とその課題

Serverで秘密鍵を管理 
（サーバ・ウォレット）

Clientで秘密鍵を管理 
（クライアント・ウォレット）

概要

秘密鍵の管理 Server Client
署名の付与 Server Client

Pros. Clientでの鍵紛失がない
なりすまし困難 

Serverからの鍵漏洩がない 
どのServerにもアクセス可能

Cons.
ID,PWのなりすましリスク 
Serverからの鍵漏洩リスク 
アクセスできるServerが限定

Clientでの鍵紛失対策が必要

Client Server Client Server

ID, PW 署名結果

秘密鍵 

署名処理
秘密鍵 

署名処理
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23携帯紛失時などの鍵再発行による利用者保護

・一般的なBlockchainでは、秘密鍵を紛失するとAccountへのAccessができなくなる 
・Irohaでは、GrantPermission機能を活用して安全に秘密鍵の付替処理が可能

Account

Old Client

New Client

Administrator

Old  
Private Key 
署名処理

New 
Private Key 
署名処理

⑤Remove Old signatory

⑥Add New signatory

②GrantPermission of signatory change

①AddSignatory

④本人確認後、Request of New signatory change

③Lost 
Private Key

Multi 
Signatures

Assets

Domain

⑦Access
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＊RBAC=Role Base Access Control

司法 行政

立法

Role Administrator

Administrator

Auditor

Asset Creator

Asset Sender

Grant permission of

account recovery

24

・単一障害点のない、分散型RBAC
パーミッションモデルを搭載 

・権限を限定し、集中を防止する
「三権分立体制」を構築可能 

・ロール/パーミッションを規定し
た「憲法」はGenesis Blockに記載

分散型権限管理の応用例

役割を任命 役割を任命

実行確認・監査

一部機能の権限委譲

権限集中を防ぎ適切に管理・運営
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25

オープンソース・ブロックチェーン基盤の Hyperledger Iroha を、ビジネス利用するために環境を整備し、
各種の開発・運用ツール群、API、アプリケーションとサポートを提供するものが「UNKAI / 雲海」です。

UNKAI / 雲海 Enterprise Edition 

Unkai Base

ペイメント API SCM APIKYC  API その他 API

UNKAI-pie 
（ビルド、実行、管理）

ハイレベル・ライブラリ 
（Python、Java、JavaScript、iOS）

教育・講習 設計・開発支援 運用・監視

マネージド 
サービス 
（BaaS）

コンテナー実行環境 
（docker、docker-compose）

ベアメタル 
（Intel Xeon、x86_64、ARM）

クラウド環境 
（AWS、GCP、Azure、その他）

コンテナーオーケストレーション 
（Kubernetes）

インフラ基盤

ブロックチェーン 
基盤

実行環境

開発環境

各種API

各種サポート
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26ユースケースパートナー・開発パートナー

ユースケースパートナー（４３社） 開発パートナー（７社）
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27当社のブロックチェーンの主な実績

・各国の中央銀行・金融機関・企業と連携しデジタル資産管理・アイデンテティ・SCMを商用化 
・最先端のインターオペラビリティ技術開発により、世界中がつながるTrusted Internetを実現

The Linux Foundation

カンボジア国立銀行
国家の中銀デジタル通貨

インドネシア 第３位商業銀行
デジタルID・本人認証プラットフォーム

モスクワ証券取引所グループ
決済・証券保管振替ブロックチェーン

処理時間：１～２秒 

処理件数：数千件/秒

高速・大量処理

ブロックチェーンデジタル地域通貨

デジタルID・本人認証プラットフォーム

決済・スマートコントラクト保険

国内 海外日本初 世界初

インターオペラビリティ技術開発 スイス 分散型経済圏

Sora.org

NATIONAL BANK 

OF CAMBODIA
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28

カンボジア中銀デジタル通貨
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29仮想通貨～ステーブルコイン～デジタル通貨への変遷

ビットコイン

アルトコイン

ステーブルコイン

デジタル通貨 

・裏付け資産なし 
・価格は乱高下 
・投機用の資産としての利用

・裏付け資産あり（△） 
・価格は安定 
・ブリッジ通貨としての利用

・裏付け資産あり 
・価格は一定 
・支払手段としての利用

出典：仮想通貨 vs 中央銀行 「デジタル通貨」の次なる覇者 中島真志著
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30世界初、カンボジア中央銀行デジタル通貨の正式運用

ブロックチェーンを含む 
新しい決済システムの検討開始

プロトタイプの結果より 
本番システム開発決定

本番システム開発完了 
パイロット運用開始

ソラミツと共同開発調印 
ブロックチェーン採用決定

正式運用開始

NATIONAL BANK 

OF CAMBODIA

4月

7月
1月

カンボシア国立銀行は中銀デジタル通貨「バコン」を2020年10月末より正式運用開始

10月末
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31

● 2016年時点でのカンボジア決済システムの課題 

● キャッシュレス決済事業者が乱立し、相互運用性がない 
● 決済手数料、加盟店手数料が高い 
● 加盟店への現金振り込みに時間がかかり資金繰りが悪化 
● 決済事業者の倒産・不正などのリスク 

●カンボジア国立銀行は２つのオプションを検討 

　A案：決済事業者を既存の銀行と同等の規制・システムで管理（規制強化・人間系で防止） 

　　　→決済事業者にとってコンプライアンス・システム対応コストが重荷 

　B案：中銀デジタル通貨を整備し、決済事業者を含む金融機関に参加させ、　 

　　　相互連結して、全国共通の財布を作る方法（仕組み・システムで防止） 
　　　→コンプライアンス・システム対応コストは抑制 

●B案を選択。中銀デジタル通貨の構築にはブロックチェーン技術が必須と結論

なぜ中銀デジタル通貨を導入することになったのか



 本資料は、本説明会のために作成されたものであり、その他の如何なる目的を持つものではありません。本資料の内容の無断転記・転載はご遠慮ください。
© 2021 Soramitsu. All Rights Reserved. 

32世界初のブロックチェーン・中銀デジタル通貨の正式運用
・2020年10月28日に、カンボジア国立銀行は中銀デジタル通貨「バコン」の正式運用開始 

・１８銀行が参加し２４銀行が準備中、１６００万人の国民が送金や店舗での支払いに活用
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33カンボジア中央銀行デジタル通貨「バコン」の特徴

1. 現金と同等の価値を持つ！ 
・転々流通可能なトークン型・間接発行型のデジタル通貨

2. 全ての個人、企業に提供！ 

 デジタル金融包摂、金融政策力の維持 

3. 国全体の決済アーキテクチャーのDX化！ 4. クロスボーダー送金・決済へ展開 

・農村部など銀行口座を持たない 
国民も、オンライン・匿名で 
デジタル通貨の口座開設が可能 

・銀行にて本人確認・口座開設を 

行うと1日の上限金額がアップ

‣ホールセールからリテール決済の
全てを一貫してブロックチェーン
で即時決済 

‣全ての送金手数料・加盟店手数料
は無料

世界標準QRコードを活用し、タイ中央銀行やマレーシアとの 

クロスボーダー送金・決済を開発中

複数の通貨 
カンボジアリエル 
USドル

EMVco互換 
世界標準QRコード
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342021年1月より、オンラインで完結する本人確認 (eKYC) に対応

動画撮影 免許証などを撮影 文字認識し自動入力 顔の一致度を計算

オンライン・非対面での本人確認により、迅速に口座開設が可能
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35リテール決済～ホールセール決済をブロックチェーン化

１）リテール決済 
　　個人間、企業間の送金 
　　店舗・請求書などの支払

２）ホールセール決済 
　　高額の銀行間決済を瞬時に 
　　リアルタイム・グロス・ 

　　セトルメント（RTGS）

３）国家全体の決済アーキテクチャーの大幅な簡素化・低コスト化 

　　　銀行API（ISO-20022）で従来のコアバンキングシステムと連結 

　　　少額から高額の全ての決済や送金を一貫してブロックチェーンで処理 

　　　

ISO-20022

ISO-20022
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36ユーザー・加盟店向けアプリケーション

複数の通貨 
カンボジアリエル 
USドル

EMVco互換 
QRコードを 
表示して受け取り

登録リストから 
選んで送金 QRコードを 

スキャンして支払い

銀行API経由で 
銀行口座に入金
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37金融機関・管理者向けアプリケーション

・銀行口座間の送金、デジタル通貨の発行などを管理 
・マルチシグニチャーによる上長承認が必要 

・金融機関がユーザーの取引をモニタリングし、 

　疑わしい取引の停止やアクセスを制限
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通常のキャッシュレス（口座型） 
・支払い電文に価値はなく、後日銀行口座振込が必要 
・月末締め翌月末払いなど、店舗への現金振込に 
　１ヶ月程度かかり、資金繰りが苦しくなる 
・決済システムが複雑、複数の事業者のシステムを 
　経由するため高コスト

バコン/白虎（トークン型） 

・データ自体に現金と同等の価値があり 
　即時に支払いが完了する 
・店舗等は即座に仕入れなど次の支払いが可能、 
　資金繰りの問題がなく流動性が高い 
・決済システムが大幅に簡素化、決済コストが低減

チャージ

いつでも
現金と交換

支払い（支払指図）

現金
デジタル
データ

銀行口座

支払い（即時支払い）

支払い
電文

決済事業者
（イシュア）

振込 振込

現金振込に
１ヶ月程度

決済事業者
（アクワイアラ）

振込

現金 現金 送金

銀行口座 銀行口座 銀行口座 銀行口座 銀行口座

送金

利用者 店舗 利用者 店舗

電子マネー・QRコード決済など（口座型）とトークン型との相違点
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口座型（複数台帳） 

・各仲介機関が所有者と残高の台帳を保有 
・複数台帳間のクリアリングが必要 
・決済のファイナリティ確保には、決済の度にクリアリング・ 
　センターを経由したCBDC移転が必要となる 
・中央集権的なピラミッド階層構造

トークン型（単一分散台帳） 
・資産と所有者の台帳を参加者が共有 
・単一台帳のためクリアリングは不要 
・決済はデータ自体に価値があり、ファイナリティが 
　ある 
・分散型でフラットな構造

現金
デジタル
データ

銀行A

（口座台帳を保有）

②移転 ④移転

店舗B

現金

銀行A

決済事業者A

②CBDC

移転
④CBDC

移転

店舗B利用者A

⑤回収①発行

日本銀行（口座台帳を保有）
クリアリング・センター

利用者A

現金

銀行B

（口座台帳を保有）

資産の
単一の台帳
を共有

口座型とトークン型との台帳管理方法の比較

日本銀行

　決済事業者A

（口座台帳を保有）
　　決済事業者B

（口座台帳を保有）

②移転 ④移転振込

振込

振込

振込
③支払い（支払指図）

③支払い（ファイナリティ）

①CBDC

発行
⑤CBDC

回収

銀行B

決済事業者B
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バコン デジタル人民元DCEP e-クローナ 米国CBDC
Diem

（LIBRA）

発行者 カンボジア国立銀行 中国人民銀行 スウェーデン中央銀行 米国 LIBRA財団

連動する 
法定通貨

カンボジアリエル
USドル 人民元 クローナ USドル 通貨バスケット→

単一通貨ペグ

発行形態 間接発行 間接発行 間接発行 間接発行 間接発行

価値保存 トークン型 トークン型 トークン型 CBDCの本質は
トークン型 トークン型

ブロック
チェーン 使用

残高管理は中央集権型
ブロックチェーンは
権利確認と照合に使用

使用 ブロックチェーン
が望ましい 使用

状況
2019年7月パイロット

運用開始
2020年正式運用

2020年に4都市で
実証実験開始

2020年2月にブロック
チェーン実証実験開始

2020年5月にDigital 
Dollar Foundation 
ホワイトペーパー発表

様々な課題やリスク
への対応が必須

主要なデジタル通貨の比較



 本資料は、本説明会のために作成されたものであり、その他の如何なる目的を持つものではありません。本資料の内容の無断転記・転載はご遠慮ください。
© 2021 Soramitsu. All Rights Reserved. 

41

日本のデジタル通貨
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42日本のデジタル通貨検討をめぐる動き

・金融調査会　デジタルマネー推進会合（自民党　金融調査会、金融庁、財務省、日本銀行） 
　　第1回　2019年11月26日　中央銀行デジタル通貨について 
　　第2回　2020年2月7日　  カンボジア中央銀行デジタル通貨の発行実態と日本における提言 
　　第3回　2020年4月1日　   ブロックチェーンを活用した給与振込みと地域経済の活性化 
・自民党 (1月15日)、MUFG、JPモルガンが、カンボジア中央銀行を視察

ソラミツは金融調査会においてカンボジア中銀デジタル通貨「バコン」を説明
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437月30日、日本銀行主催の「デジタル通貨分科会」第１回が開催

業界団体 全国銀行団体
Fintech協会
キャッシュレス推進協議会

金融機関 三井住友銀行
ゆうちょ銀行
マスターカード
JCB

鉄道事業者 JR東日本
ソフトウエアベンダー NTTデータ

日本IBM
ブロックチェーン ソラミツ 

LayerX
シンクタンク他 日立総合研究所

野村総合研究所
アイデミア

▪ 有識者１５名がラウンドテーブルに招聘された

＜リテール決済の課題＞ 

▪ 相互運用性がない 

▪ 決済コストが高い 

▪ 加盟店の資金繰りを悪化 

▪ 決済事業者の倒産リスク 

＜目指すべき方向性＞ 

▪ 民間デジタル通貨と政府デジタル通貨の
両立・連携 

▪ 即時決済、転々流通 

▪ 誰でも使える、災害に強い

▪ 日銀への技術提案 (2020/9/18まで)、実証実験入札 (2021/2/10まで)
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44給与のデジタル払いが今春に解禁

・利便性の高いデジタル決済に資金がシフトし、銀行口座残高が減少するリスクがある
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45CBDC・給与デジタル払いの課題と解決案（問題提起）

銀行預金
縮小

普通預金＋決済性預金
預金残高拡大

決済性預金として銀行が
民間デジタル通貨を発行

現状の金融システム

給与の資金移動業へのシフト
相互運用性がない・手数料が高い

資金移動業

資金移動業

CBDC

CBDC

預金のCBDCへのシフト
既存の決済手段を駆逐

利便性が低い
少額多頻度に非対応

利便性が向上・預金保険対象
少額多頻度・多様性に対応

CBDCの利用限度設定
民間の競争とイノベーション促進

デジタル通貨が橋渡し
チャージ手数料削減

信用創造機能が縮小

信用創造機能を拡大
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クロスボーダーや銀行間の 

クリアリング等にCBDCを活用 

（信用力・安定性・効率）

46CBDCと民間デジタル通貨の二層構造（シンセティック擬似CBDC)

個人 企業・自治体

個人

個人

日本銀行が発行 

（CBDC発行権）

金融機関 

自治体など 

が発行

CBDC発行

CBDC還収

民間デジタル 

通貨発行 円支払
民間デジタル 

通貨送金

企業・自治体

企業・自治体
Please pair mobile device with

QR Code on screen.

Pair with TouchID / Password

Please pair mobile device with

QR Code on screen.

Pair with TouchID / Password

Please pair mobile device with

QR Code on screen.

Pair with TouchID / Password

Please pair mobile device with

QR Code on screen.

Pair with TouchID / Password

Please pair mobile device with

QR Code on screen.

Pair with TouchID / Password
Please pair mobile device with

QR Code on screen.

Pair with TouchID / Password

Please pair mobile device with 
QR Code on screen.

Please pair mobile device with 
QR Code on screen.

Please pair mobile device with 
QR Code on screen.

CBDC発行

CBDC還収

民間デジタル 

通貨送金

民間デジタル通貨 

とCBDCとの交換

金融機関 

自治体など 

が発行民間デジタル通貨 

とCBDCとの交換

多頻度の少額決済は 

民間デジタル通貨にて対応 

（イノベーション・多様性）

Digital Platformer (株)が共通プラットフォーム運用
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47カンボジア中銀デジタル通貨「バコン」と既存決済システムの関係

出典：20201027 日本銀行 FeiTech協会 CBDC勉強会資料
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48日本型とカンボジア型の相違点

日本型（提言） カンボジア型
24/7 即時決済 転々流通 はい はい

デジタル通貨 民間と中銀のハイブリッド型 中銀に統一

他のキャッシュレス決済 連携・共存 新規サービス開始を禁止

中銀デジタル通貨の役割 ホールセール 
クロスボーダー

リテール・少額多頻度 
ホールセール 
クロスボーダー

民間デジタル通貨の役割 リテール・少額多頻度 ー
民間デジタル通貨の発行者 民間銀行・自治体など ー
口座管理・本人確認・AML 

個人情報保有・決済データ活用
民間銀行・自治体など 民間銀行・決済事業者など

預金からCBDCへのシフト なし あり

民間への影響 なし あり
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Byacco / 白虎　受取　

1,000受取金額 円

2020年7月1日

会津大学でチャージ　　　　　　　10,000 円

カフェテリアで食事　　　　　　　    -800 円

売店で買い物　　　　　　　　　　    -580 円

若松太郎さんに送金　　　　　　　  -1,000 円

円7,620 円

日本初のブロックチェーン・デジタル地域通貨「白虎」の正式運用

・2020年７月１日より、トークン型デジタル地域通貨の正式運用を会津大学で開始 
・個人間、企業間、企業内を「転々流通」、複数のデジタル地域通貨をつなぐ「相互運用」を目指す
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50

● 全国の金融機関や自治体が、相互運用性のあるデジタル通貨・デジタル
IDを発行するための「共通プラットフォーム」を2021年4月に稼働予定

● 労働基準法の一部改正による、デジタル通貨による給与払いに対応
● カンボジア中銀デジタル通貨や会津若松市のデジタル通貨に採用された
ソラミツのブロックチェーン技術を活用

● ソラミツ他の共同出資のもとに2020年4月に会社設立

- 本社所在地：東京都新宿区四谷1-1-2 四谷見附ビル5階　設立：2020年4月24日　代表者：代表取締役　CEO　山田芳幸 

- 資本金：2,150万円（2020年 7月現在）2021年1月ごろに第三者割当増資を実施予定

Digital Platformer 株式会社について
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51民間デジタル通貨の特徴

1、 即時決済（トークン型） 
　　現金と同等の価値で、受け取ったらすぐ使える  
　　店舗等への月末締め翌月払いなどの銀行振込が不要 

2、 転々流通 
　　人から人へ、企業から企業へと譲渡が繰り返される 
　　企業間決済や経費清算、給与支払や 
　　給付金の受け取りなどあらゆる経済活動に利用 
 
3、 ブロックチェーン 
　　改ざんや二重取引を防止 
　　運営コストが低い 

地域金融機関

勤務先
企業

従業員
と家族

店舗

保険、証券、不動産
自治体、医療、交通など
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CBDC
（中央銀行デジタル通貨）

デジタル通貨

全国の金融機関や自治体が、デジタル通貨を発行
Digital Platformer (株)が相互運用可能なプラットフォームを運用

✓ 金融政策力の維持

✓ 相互運用性

✓ 流動性の拡大

✓ クロスボーダー取引

✓ ペイロール

✓ 企業のDX化・法人決済の効率化

✓ 金融商品のアンバンドリング化

✓ データ活用

✓ クロスボーダー取引

デジタル地域通貨

✓ 地域内「転々流通」

✓ コロナに対応した地産地消

✓ 地域価値循環コストを最小に

✓ スマートシティでの活用

中央銀行 民間金融機関 自治体

デジタル通貨により解決したい課題
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デジタル通貨の未来
～第四の機能とプログラマブル・マネー～
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54法人決済における業務改善ニーズ

1位は「紙の請求書業務」、2位は「入金支払い管理」、3位は「紙の経費精算業務」 
経理のテレワークの阻害要因であり、電子化されると経理の働き方は変わるとの回答は約9割

紙ベースの作業や月末月初の業務の偏り、ルーティンワークなど改善すべき業務が多くあると指摘。 
緊急事態宣言によって、全国的にテレワークが浸透した一方で、約7割の経理は出社せざるを得ない状況

10月1日に施行される改正電子帳簿保存法について、企業における紙ベースの文書保存の要件が緩和され、 
よりペーパーレスな経理業務が可能となるが、取引先も電子化が進まなければ、完全な電子化は実現しない
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55デジタル通貨利用の法人間決済による業務改善・DX化

現金 デジタル通貨

振込情報
EDI情報
（XML電文） 振込

情報
XML
電文

振込情報
EDI情報
（XML電文）

支払企業 現金デジタル通貨 受取企業

デジタル通貨送金
XML電文送受信

金融機関 金融機関

デジタル通貨に「価値情報」だけでなく、「広範な情報やデータの媒体」としての機能を強化し、 
様々な「金融データを作り出すインフラ」とする

メリット　・納品書の情報に従いデジタル通貨で即時払いし、EDI情報をISO-20022(XML)で付加して先方企業に送る 
　　　　　・納品書管理、末締め翌月請求書発行、納品書との照合、振込処理、着金確認、入金の消込作業などが 
　　　　　　不要になり大幅な業務改善になる

振込
情報
XML
電文
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金融機関・自治体連携 デジタル通貨の普及

56デジタル通貨と企業の財務・決済プロセスの高度化・DX化

企業の財務・決済プロセスの高度化・DX化

FinTechの活用 決済インフラの進展

企業会計のIT・クラウド化

消込作業が不要 法人決済のRTGS化

口座振込手数料削減

XML電文の送受信

税・公金収納効率化

トランザクション・
レンディング

給与支払・経費精算デジタル通貨融資

請求書発行～仕訳入力
の自動化・STP化

XML電文への移行

商流情報のIT化

金融EDIの推進

電子領収書の発行
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A社

　　NFT　　
（唯一無二）

ゲーム内アイテム
コンテンツ　　
アート作品など

・スマートコントラクトとは契約の自動化であり、契約の条件確認や履行までを自動的に実行 
　契約の非改ざん性が保証、仲介者を介さず確実に執行、不正防止、決済期間の短縮、コスト削減 
・NFT（Non-Fungible Token）とは、代替不可能な唯一無二の「一点物」の価値を生み出すトークン 
　コピーや改ざんは不可能、移転や売買は可能なのでゲーム内アイテム、コンテンツなどの管理に活用

スマートコントラクトとNFT（代替不可能なトークン）

B社
NFTの移転

権利の所在

スマートコントラクト NFT（Non-Fungible Token）

イベント発生 決済

契約の自動化

プログラムにより確実に自動実行

　　NFT　　
（唯一無二）

紐付け
ゲーム内アイテム
コンテンツ　　
アート作品など

紐付け

契約執行
価値移転

契約の　
事前定義

トークン：代用貨幣、仮想通貨、しるし、象徴、証拠品などの意味
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A社
証券トークン　
不動産トークン
など

デジタル通貨

・スマートコントラクトの活用により、証券・不動産・保険などのトークンと 
　デジタル通貨のDVP決済（権利の移転と決済を同時に実行できる） 
・外為取引における多通貨同時決済（PVP決済）を、コルレス銀行のような仲介者なしに実現 
・プログラマブル・マネーにより減価するデジタル通貨などを実現し、消費活性化を促進

スマートコントラクトによるDVP決済、PVP決済、プログラマブル・マネー

B社

デジタル通貨

権利の移転

決済

スマート 

コントラクト 

による 

同時実行
デジタル通貨

プレミアム付
デジタル通貨

スマート 

コントラクト 

による減価

１ヶ月後に 

10,000円分に戻る
10,000円で 

1,2000円分の発行

DVP決済（Delivery Versus Payment) プログラマブル・マネー

デジタル通貨

他の地域での利用 

10,000円分に戻る

証券トークン　
不動産トークン
など
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59モスクワ証券取引所グループの保管振替機構にDVP決済が採用

・ソラミツとモスクワ証券取引所グループが、共同でD3 ledgerというJV企業を設立
・銀行や証券会社などの金融機関が、ブロックチェーンを活用しポスト・トレードにおける
　仮想通貨や証券トークンなどの決済・保管・管理などのDVP決済の試験運用を開始
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60スマートコントラクト契約管理（損保ジャパン日本興亜様）

[※]デリバティブ商品:　地震や台風、噴火などの自然現象により企業が被る収益減少、 支出増大に対応するため、気温・降水量などの
　　　インデックスの推移や地震、噴火などのトリガーイベントの発生に応じて所定の金額をお支払いする金融派生商品。 

・契約内容等の情報をブロックチェーン上で共有することで、デリバティブ商品のリスク集積 

　状況の管理や補償金のお支払有無の判断、補償金のお支払い手続きを正確かつ迅速に実施 
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人材

決済教材

会員管理や資格管理 
　・様々なサービスを提供するデジタルID 

　・改ざんできない情報の管理 
　・資格の認定制度管理など

ゴール
・コロナ下における、オンライン教育、人材発掘、マッチング
などの市場拡大
・デジタルID、デジタル通貨によるヒト・モノ・カネのDX化

NFT（代替不可能なトークン）による教材管理 
　・コピーや改ざんができない 
　・教材の二時流通市場を形成 
　・個人間で転売した場合は、御社に収益が入る

デジタル通貨による利便性 
　・会費・教材などの料金収納効率化・決済手数料削減 
　・生成されるデータの利活用 
　・個人間・法人間決済、デジタル給与払い、経費精算など

教育分野でのブロックチェーンの活用案
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0
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900

1200

B2B B2C B2E G2C G2B C2C

11116

200

288

1104

Source |財務省、総務省、経済産業省、日経MJ

単位：兆円

約４倍

Confidential

B2B市場も視野に入れたデジタル通貨の循環 

・日本におけるB2Bの市場規模は1,104兆円で、B2C市場の約４倍

・キャッシュレス事業者が争うB2C市場に加え、B2B市場におけるデジタル通貨の流通も視野に入れる

1,600兆円
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デジタルIDと地方創生
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現状 解決策

A

B

C

D

A

B

C

D

・ブロックチェーンを活用した「自己主権型本人認証プラットフォーム」 
・ユーザーが口座開設、会員登録、チェックインなどの際に、自分の個人情報を自分の意思で 
　(自己主権型：Self-sovereign) 簡単・安全に企業や団体などに提供することができる

Blockchain KYC platform

ブロックチェーンを活用した本人認証の事例（楽天証券様）
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検証用ハッシュ値 DID DID 
検証用ハッシュ値

クレジット 

カード会社

証券会社

・銀行でいちど本人確認を行えば、傘下の企業の本人確認が簡単に行える（ワンスオンリー） 
・ブロックチェーンに記録された個人情報の検証用ハッシュ値と照合し、非改ざん性を担保する 
・FATFの見地からもセキュリティ、透明性、トレーサビリティが向上する

銀行

自己主権型

DID
氏名
生年月日
性別
住所
電話番号
メールアドレス等

ブロックチェーン

本人確認 情報提供

保険会社

ブロックチェーンを活用した本人認証の事例（Indonesia BCA銀行）
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66分散型IDはブロックチェーンを活用した世界標準技術

・DID（分散型ID）は、地域ごとに別々に分散して発行しても重複することがない、 
　グローバルに一意のIDを生成するW3Cの技術標準 
・これは、PKIシステムのグローバル中央認証局を代替する役目を果たし、 
　全ての個人のサービスを一元管理しグローバルに活用できる。

{

"@context": [

"https://example.com/vocabulary",

"http://example.com/contexts/security"

],

"id": "did:sora:iroha:bogdan@soramitsu.co.jp",

"publicKey": [{

"id": "did:sora:iroha:bogdan@soramitsu.co.jp#keys-1",

"type": "RsaVerificationKey2018",

"owner": "did:sora:iroha:bogdan@soramitsu.co.jp",

"publicKeyPem": "-----BEGIN PUBLIC KEY...END PUBLIC KEY-----\r\n"

}, {

"id": "did:sora:iroha:bogdan@soramitsu.co.jp#keys-2",

"type": "RsaEncryptionKey2018",

"owner": "did:sora:iroha:bogdan@soramitsu.co.jp",

"publicKeyPem": "-----BEGIN PUBLIC KEY...END PUBLIC KEY-----\r\n"

}, {

"id": "did:sora:iroha:bogdan@soramitsu.co.jp#keys-3",

"type": "Ed25519VerificationKey2018",

"owner": "did:sora:iroha:bogdan@soramitsu.co.jp",

"publicKeyBase58": "H3C2AVvLMv6gmMNam3uVAjZpfkcJCwDwnZn6z3wXmqPV"

}],

"authentication": [{

"type": "RsaSignatureAuthentication2018",

"publicKey": "did:sora:iroha:bogdan@soramitsu.co.jp#keys-1"

}],

"created": "2002-10-10T17:00:00Z",

"proof": {

"type": "Ed25519Signature2018",

"created": "2002-10-10T17:00:00Z",

"creator": "did:sora:iroha:bogdan@soramitsu.co.jp#keys-3",

"signatureValue": "QNB13Y7Q9...1tzjn4w=="

}

}

https://w3c-ccg.github.io/did-spec

DID
分散型 ID 

(認印・銀行印） 

スマホに格納

公的個人認証 

 (実印）
マイナンバー
カード

紐付
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67デジタル庁が目指す地方創生デジタルID（分散型ID）
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68当社の分散型ID（DID）の活用実績

・DIDを活用しグローバルなCBDC、デジタル通貨、本人確認、暗号資産ワレット等に活用 
・将来的なDIDのグローバル相互運用を視野に入れている

カンボジア国立銀行 
中銀デジタル通貨「バコン」

インドネシア BCA銀行 
DID/SSIプラットフォーム

会津若松スマートシティ 
デジタル地域通貨「白虎」

Polkadot DEX対応ワレット スイス エコシステム・トークン

地方創生プラットフォーム 
デジタル・プラットフォーマー社

DID

２０２０年７月～ ２０１９年７月～

２０１９年５月～２０２１年４月～

２０２０年１１月～ ２０１９年１０月～



 本資料は、本説明会のために作成されたものであり、その他の如何なる目的を持つものではありません。本資料の内容の無断転記・転載はご遠慮ください。
© 2021 Soramitsu. All Rights Reserved. 

69会津若松スマートシティにおける分散型IDの連携検討

会津若松スマートシティ 

地域ID 分散型ID

広域デジタル通貨行政手続

エネルギー 

交通

遠隔医療 

教育など

デジタル振興券

ポイントなど

会津若松＋、会津財布 白虎

分野間データ連携

・分散型IDとデジタル通貨の連携によるデータ連携を実現



 本資料は、本説明会のために作成されたものであり、その他の如何なる目的を持つものではありません。本資料の内容の無断転記・転載はご遠慮ください。
© 2021 Soramitsu. All Rights Reserved. 

70ポストコロナ時代の地方創生への提言

1、 分散と協調 
　　交通、電力、通信、医療、データ分析などの地域分散・地産地消により地域に付加価値を 
　　地域同士が協調し、緩やかにつながって行く 

2、 協調領域と競争領域の明確な区分 
　　協調領域における標準化、相互運用性の確保 
　　競争領域におけるイノベーションの推進 
 
3、 DID（分散型ID）とデジタル通貨 
　　ヒト・モノ・カネを管理するDIDとデジタル通貨は車の両輪 
　　相互運用性を確保した、DIDとデジタル通貨は協調領域と位置づけ
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協調領域 
自治体共通 

プラットフォームデジタル円

デジタルID 

デジタル通貨

インバウンド 

観光

マイナンバー

デジタルID 

デジタル通貨

デジタルID 

デジタル通貨

デジタルID 

デジタル通貨

競争領域
技術 サービス 

目的

５G

ブロックチェーン

AI・BI

IoT

地方創生 ヘルスケア 

遠隔医療
キャッシュレスから 

価値循環へ

CO2削減

SDGs

地域での 

データ解析

自動運転MaaS

再エネ 

P2P電力取引

少子高齢化対策

中小企業資金調達農業・食の安全
STO

ドローン・ロボット災害予知

・自治体・地域金融・地元企業に対して、デジタル通貨とデジタルIDによるDX化を推進 
・交通、電力、通信、医療、データ分析などの地域分散・地産地消により地域に付加価値を

分散と協調、デジタルID、デジタル通貨による地方創生
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自治体

地域金融地元企業

ステップ1 : アフターコロナ経済対策 
　・プレミアム地域振興券、子育て応援券 
　・ふるさと納税感謝券 
　・健康ポイントなど

ゴール
・ブロックチェーンとデジタル通貨により分散化・地産地消を推進し
　地域に付加価値を提供
・デジタルID、デジタル通貨による地域間の連携・協調を実現

ステップ2 : 企業のDX化推進 
　・デジタル給与支払い、即日経費清算 
　・法人決済のRTGS化、振込手数料削減 

　・商流と金流の一体化による業務改善など

ステップ3 : 新規事業開発 

　・企業のDX化推進、自治体の税・公金収納効率化 

　・マイクロファイナンス、デジタル通貨融資などの新規事業 
　・データ利活用、トランザクション・レンディングなど

地方創生プラットフォーム（地方創生 X デジタル通貨）
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東北地区：
１７市町村広域連携デジタル地域通貨

中部地区：
自治体主導のデジタル地域通貨PJ

関西地区：
大阪商工会議所のデジタル地域通貨PJ始動

中国・四国地区：
瀬戸内海近隣の７県に跨るデジタル地域通貨
の提案

九州地区：
自治体及び金融機関連動でのデジタル通貨で
の経費払い　など

＋

自治体関連に関する事業展開
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74大阪商工会議所様資料
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75大阪商工会議所様資料
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インターオペラビリティ
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77ブロックチェーンの未来：インターオペーラビリティ

・様々なブロックチェーンを相互接続し、世界を覆う”Trusted Internet” を実現 
　- D3Ledgerを設立しサイドチェーン技術開発に成功し、Bitcoin、Ethereumと相互接続済 
   - Polkadot PJ、W3F(World Wide Web Forum)と相互接続モジュールを開発中 
　- ISO/TC307 ブロックチェーン国際標準化でインターオペラビリティを審議中

https://polkadot.io

http://d3ledger.com
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・ソラミツとW3F（Web 3.0 Technologies Foundation）は、ブロックチェーン間のインターオペラビリ
ティを実現するPolkadot Runtime Environment（PRE）を開発 
・PREは、ネットワーキング層（libp2p）、コンセンサス層（例えば、Aurand / GRANDPA）、Wasmイン
タプリタ、およびユーザーとノードとの対話のためのAPIを含む再利用可能なコンポーネントを提供し、
Polkadot上のパラチェーンの開発を容易にする

W3Fとブロックチェーン間接続モジュールを開発
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79ブロックチェーン間のインターオペラビリティ開発

・当社は、インターオペラビリティを開発する Plokadot のパートナー 
・既に、Bitcoin、Ethereumなどとの接続が完了し、DEX（分散型交換所）が今月運用開始

様々なブロックチェーン

Polkadot DEX対応ワレット スイス エコシステム・トークン

Polkadot Runtime Environment

２０２０年１１月～

２０１８年１０月～

２０２０年１０月～

２０１９年１０月～

２０２０年１０月～

２０１８年１０月～２０１８年１０月～
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まとめ
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81デジタル通貨とデジタルIDのメリット

デジタル通貨（デジタル地域通貨）
　デジタル情報自体が現金と同様の価値を持ち、直接相手に届く
　　１、決済コストが大幅に低減
　　２、資金繰りが改善
　　３、相互運用性
　　４、プログラマブル、第四の機能

デジタルID（分散型ID）
　地域がそれぞれ分散型で発行しても、重複せず地域間の連携を実現
　　１、マイナンバーカードや免許証などとの紐付け
　　２、マイナンバーカードは実印、デジタルIDは銀行印・認印
　　３、交通・電力・通信・医療・金融・データなどの地産地消と地域間の連携
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82ブロックチェーン技術がもたらす未来

１． 組織を超えた、ヒト、モノ、カネの情報の連携 

　・コロナ禍における自治体・企業・金融機関のDX化を推進 

　・NFT、トレーサビリティ、証券・保険・不動産などの小口化・トークン化など 

２． デジタル通貨が起こす社会の変革と新規ビジネス創出 

　・世界的な中銀デジタル通貨検討と民間デジタル通貨との連携 
　・プログラマブル・マネーと第四の機能によるデータ・ビジネス 

３．デジタルIDによるワンスオンリーの実現、データの相互接続の促進 

　・マイナンバーカードと連携し、使い勝手の良いデジタルIDの普及 

　・地産地消の推進、分散化と協調による地域情報間の連携
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ソラミツ株式会社
代表取締役社⻑ 宮沢和正�

住所：〒150-0001�東京都渋⾕区神宮前１−５−８�神宮前タワービルディング�１３階

照会先
Contact Us

電話：050-5235-1972

メール：info@soramitsu.co.jp

担当：細江、鶴見


